
令和５年度事業計画 

 
Ⅰ 基本方針  

子供を取り巻く生活環境や社会環境が急激に変化している中、いじめ、虐待、不登校、

薬物乱用、性に関する課題、肥満及び「やせ」や生活習慣病の兆候、さらにはアレルギ

ー疾患など、心身両面に関わる様々な健康課題が顕在化の傾向にある。 
一方、新型コロナウイルス感染症への対応も 3 年が経過したが、令和 5 年度も感染再

拡大防止への取組とともにコロナ禍によってもたらされた体力低下や不登校児童生徒

の大幅な増加等、児童生徒の健康課題の解決に向けた新たな段階を迎える年となる。こ

のような子供の現代的健康課題に適切に対応するため、学校保健が当面する健康課題解

決に向け、調査研究及びその成果の提供、会報の発行、学校保健関係図書等の頒布、ウ

ェブサイトでの広報、学校保健用品等の推薦・斡旋、健康づくり推進学校の表彰、研修

会・講演会等の実施を通じて、学校保健の振興、普及啓発、調査研究を図ることを基本

方針としている。 
令和 5 年度は新規事業として、「薬物乱用防止教室マニュアル改訂版」の作成、学校

保健に関する喫緊の課題に対応するための「学校保健研修会」の開催を行うとともに、

昨年度からの継続事業として、「保健室利用状況調査」の報告書作成、「児童生徒の健康

管理・健康づくり推進」における保健の授業動画の作成や「喫煙・飲酒・薬物乱用防止

に関する指導参考資料」研修会、「アレルギー講習会」等の開催を予定している。研修

会等は、新型コロナウイルス感染症拡大防止とより多くの方々に受講する機会を提供で

きるよう、引き続き同時配信やオンデマンド配信などの活用も推進していく。 
また、令和 3 年度より取組を開始した「学校等欠席者・感染症情報システム」と各学

校の校務支援システムとのデータ連携事業が多くの自治体に広がり、より精度の高い感

染症状況把握が可能になるよう「学校等欠席者・感染症情報システム」の充実を図る。

加えて、地域の感染状況が地図上に反映される「システムマップビュー」の周知を図り、

サーベイランスとしての機能が充実されるよう各自治体へのはたらきかけを進める。 
運営面では、経費節減に努め、賛助会費等の外部資金の確保、事業収入の拡充方策を

講ずるなど、本会の経営安定化に力を尽くしている。公益財団法人として、将来を見据

えた財政基盤の確立に取り組みたい。 
 

Ⅱ 事 業 

１．学校保健の振興に関する事業    
〔一般事業〕 
（１）熱中症対策支援 ［継続］（特別協賛） 

    啓発ポスター・パンフレットの作成・配付、動画配信 

（２）学校における飲酒防止教育支援 ［継続］（特別協賛） 

    啓発ポスターの作成・配付、研修会の実施 

（３）児童生徒の生活習慣向上啓発 ［継続］（特別協賛） 

    「学校と家庭で育む子どもの生活習慣」を基にした啓発資料作成・配付 

 



（４）成長曲線普及推進 ［継続］ 

 成長曲線の普及方策検討、校務支援システム連携促進 

（５）成長曲線に基づく児童生徒等の健康管理モデル地区プロジェクト推進 ［継続］ 

    郡山市教育委員会との連携事業、7 年計画の 5 年目 

   新型コロナウイルス感染症により学校の健康診断が計画どおり実施できなかったた

め、本プロジェクトを 2 年間延長し、令和 7 年度までとした。 

（６）事業企画準備委員会 ［継続］ 

    特別協賛事業の企画運営等 

（７）職域研究大会等への助成 ［終期設定なし］ 

    全国大会、歯科保健、学校環境衛生、養護教諭、保健主事、全国 10 か所のブロッ

ク別研究大会への助成 

 
〔国庫補助事業〕（健康教育振興事業費補助金） 

（調査研究事業） 
（１） 保健室利用状況調査[継続] 

令和 4年度 児童生徒の保健室利用状況の調査の実施 

令和 5年度 調査結果の分析、報告書作成 

（２）「心の健康」推進委員会〔新規〕 

児童生徒自身が心の健康を保持増進できるようなセルフチェックシートなどの資

料を作成 令和 5・6年実施 

（健康増進事業） 
（１）学校健康づくり啓発 ［継続］ 

児童生徒から原画等公募、標語入りポスター（小・中・高等学校版）作成、配付 

（２）保健教育推進 ［継続］ 

保健学習の指導と評価の充実を図るための課題の検討 指導資料の作成 

（３）児童生徒の健康管理・健康づくり推進［継続］ 
学習指導要領に基づく授業改善の考え方を踏まえた小・中・高等学校の保健教育の

モデル授業を動画撮影し、配信 
（４）薬物乱用防止教室マニュアル改訂[新規] 

平成 26 年度に発行された「薬物乱用防止教室マニュアル」を学習指導要領、「第六

次薬物乱用防止 5か年戦略(令和 5年策定予定)」を踏まえて改訂 

（５）「学校において予防すべき感染症の解説」改訂委員会〔新規〕 

平成 30 年度に発行された「学校において予防すべき感染症の解説」について、新

型コロナウイルス感染症や結核に関する部分を更新 
（６）降灰地域等学校保健事業 ［終期設定：事業計画］ 

降灰実態等に対し児童生徒の健康被害の軽減のためのクリーナーの貸与等 

鹿児島県委託（鹿児島市） 

 
 



２．学校保健の普及に関する事業 

〔一般事業〕 ［終期設定なし］ 
（１）会報「学校保健」の発行  

会報「学校保健」を年 6 回（5 月、7 月、9 月、11月、1 月、3 月）発行 
都道府県・指定都市・市町村教育委員会、小・中・高・特別支援学校等（各 1 部） 
学校保健関係者及び購読者に配付 

（２）「学校保健の動向」の発行 
各年度の学校保健活動に関する最新情報の提供（年 1 回） 

（３）学校保健関係図書等の出版  
調査研究した成果をまとめた報告書等の出版 
学校保健関係の出版支援 

（４）学校保健会広報 
本会ウェブサイトで運営組織や事業内容等を広報 

（５）学校保健用品等の推薦・斡旋・販売 
学校等の良好な環境衛生の維持に関する資料・資材の推薦 
学校等での環境衛生検査の実施に必要な化学物質検査等を斡旋 

（６）受託・委託事業、刊行物等の監修 
（７）学校等欠席者・感染症情報システム運営 ［終期設定なし］ 

   運営委員会開催、新規導入等受付、システム改修、研修会企画等 

    
〔国庫補助事業〕 

（普及指導事業） 
（１）日本学校保健会事業報告会 ［終期設定なし］ 

年１回 事業成果報告会開催、本会の事業を公開し普及啓発に寄与 

事業報告書を参加者及び都道府県・指定都市学校保健会に配付 

令和 6 年 2 月 15 日（木）開催予定（オンデマンド配信） 

（２）学校保健情報提供 ［終期設定なし］ 

学校保健会ポータルサイト「学校保健」より学校保健情報を配信 

特集記事、募集事業案内、発行物（デジタルアーカイブ）、教材コンテンツ、 

学校等欠席者・感染症情報システム等 
統括委員会等で運営管理 

（３）学校等欠席者・感染症情報システムの充実 
    学校等欠席者・感染症情報システムと学校の校務支援システムとのデータ連携推進 

地域の感染状況の早期把握が可能となる「システム・マップビュー」の普及 
 

３．学校保健の啓発に関する事業 

〔一般事業〕 
（１）全国健康づくり推進学校表彰 ［終期設定なし］ 

公募制により健康づくりの推進に積極的に取り組み成果を挙げている学校を毎年



100 校程度表彰   表彰式：令和 6年 2月 10 日（土）開催予定  

（２）学校保健関連研究会等支援 ［継続］ 

各地域で開催される研究会等への講師謝金補助 

（３）研修会・講演会の開催 

〔一般事業〕 

① 「子供の健康とスマホ・ゲーム依存」講習会 ［継続］1回 

② 成長曲線活用研修会（オンデマンド配信） ［継続］1回 

③ 学校における飲酒防止教育支援研修会 ［継続］1回（特別協賛） 

④ 中高生を指導する養護教諭のための研修会 ［継続］1回（特別協賛） 

⑤ 思春期の皮膚トラブルについての研修会 ［継続］1回（特別協賛） 

〔国庫補助事業〕 

（健康増進事業） 

① 「喫煙・飲酒・薬物乱用防止に関する指導参考資料」研修会 ［継続］2回 

② アレルギー講習会 ［継続］4回 

③ 学校におけるプールに関する保健衛生管理研修会（オンデマンド配信） 

 ［継続］1回 

④ 保健教育推進研修会 ［継続］2回 

⑤ 学校環境衛生研修会 ［継続］2回 

⑥ 「学校保健の課題とその対応」研修会              ［継続］3 回 

⑦ 学校保健研修会             ［新規］2 回+オンデマンド配信 

 

〔一般事業〕 

（４）全国学校保健会啓発事業 ［終期設定なし］ 

① 全国学校保健会運営担当者会議 令和 5 年 4 月 14 日（金）Web開催 

本会加盟団体の運営担当者への事業説明、情報提供等 

② 全国学校保健会中央大会      令和 5 年 10 月 27 日（金）  

全国の学校保健会（連合会）の代表が参加 

日本学校保健会及び各団体の活動報告、国への要望事項の協議 

 

４．その他 

（１）文部科学省、日本医師会、日本学校歯科医会、日本薬剤師会、本会加盟団体、 

教育関連団体等との連携  ＊中央教育審議会への対応 

（２）令和 5年度全国学校保健・安全研究大会の開催への協力（兵庫県・神戸市） 

〔令和 5 年 10 月 26 日（木）・27 日（金）〕 

（３）本会の目的達成に必要な事業（緊急対応課題等）  


